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基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム

（１）観点ごとの分析

観点９－１－①： 教育の状況について，活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し，蓄積しているか。

【観点に係る状況】

教育活動の実態を示すデータ・資料等は，法人文書管理規則（資料９－１－①－A）に基づき，学籍簿，成績

原簿，博士論文等を適切に蓄積している。開講科目一覧，学生の履修登録状況，シラバス，成績評価等の教育

活動の実態を表すデータ・情報等は，平成11年度から運用を開始している学務情報システム（SOSEKI）（資料

９－１－①－B）に蓄積している。研究指導学生数等，各教員の教育活動を示すその他のデータについても，同

システムに蓄積している。平成20年度からは，中期目標，中期計画，年度計画及び教員個人の年度計画，達成

状況等のデータを蓄積する目的で，評価データベースシステム（TSUBAKI）（資料９－１－①－C）の運用を開始

し，同データ・資料等について蓄積している。

資料９－１－①－A 法人文書保存期間（抜粋）
区分 法人文書の類型 保存期間

学籍簿，学生RI健康診断記録に関するもの 永久
学生の身分異動に関するもの，学生の懲戒処分に関するもの，
卒業（修了）生台帳及び卒業（修了）証書発行台帳，成績原簿

30年

入学許可，卒業認定に関するもの，転部・転科・転専攻に関するもの，
教員免許状申請に関するもの，入学時提出書類，学生募集要項，個別試験の試験問題

10年

入学試験の実施に関するもの，入学手続書類，センター試験の問題，実習に関するもの，
国家試験に関するもの，定期試験に関するもの，授業時間割，シラバス，
留学生に関するもので重要なもの，入学料，授業料等の免除に関するもの，
日本育英会及びその他育英団体の奨学金に関するもの，学生寄宿舎に関するもの，
健康診断表，学生相談記録等学生及び職員の健康管理に関するもので重要なもの，
学生の就職に関するもので重要なもの，学生証等各種証明書発行に関するもので重要なもの，
学生団体に関するもので重要なもの，学生教育研究災害傷害保険に関するもの，
熊本大学保健センターに関するもの，職業紹介事業に関するもの

５年
学生関係法人文書

留学生に関するもの，健康診断表，学生相談記録等学生及び職員の健康管理に関するもの，
学生の就職に関するもの，学生証等各種証明書発行に関するもの，学生団体に関するもの，
課外教育の実施に関するもの，休講に関するもの，福利厚生施設の利用に関するもの，
学生の生活支援に関するもの

３年

博士論文 10年
卒業(修士)論文，入学試験答案(推薦，編入，大学院)，定期試験答案 ５年
入試採点基準(筆記，口述)(推薦，編入，大学院)，指導学生の身上書，
就職関係資料(求人リスト)，論文審査関係文書(審査基準)，大学院推薦基準

３年
教育・研究関係
法人文書

口述試験評価メモ，打合せメモ １年

出典：国立大学法人熊本大学法人文書管理規則（平成21年４月１日現在）を基に作成
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資料９－１－①－B 学務情報システム（SOSEKI）のデータ（代表例）
サブシステム名 データ一覧

学籍サブシステム 学籍情報参照・登録，学籍異動情報参照・登録，所属異動情報参照・登録，
年次異動情報参照・登録，学費収納状況参照・登録，各種名簿出力 ほか

シラバスサブシステム シラバス参照・登録，シラバスデータ抽出 ほか
履修サブシステム 履修登録，履修登録状況参照，自己判定，受講者名簿出力，履修届未提出者出力 ほか
成績サブシステム 授業成績登録・参照，成績確認表出力，個人成績参照・出力，単位取得状況参照 ほか

出典：熊本大学学務情報システム（SOSEKI）（学内専用）を基に作成

資料９－１－①－C 評価データベースシステム（TSUBAKI）のデータ（代表例）
項目名 データ一覧

組織データ 中期目標，中期計画，年度計画，正規学生人数，本務教員数，入試状況，産業財産権・特許集計 ほか
個人活動状況データ 教育領域，研究領域，社会貢献領域，管理運営領域，診療領域 ほか

出典：熊本大学評価データベースシステム（TSUBAKI）（学内専用）を基に作成

【分析結果とその根拠理由】

法人文書管理規則に基づき，学籍簿，成績原簿，博士論文等を適切に蓄積・保存するとともに，学務情報シ

ステム（SOSEKI）及び評価データベースシステム（TSUBAKI）を構築・運用することにより，全学の教育活動デ

ータ等を蓄積している。

以上のことから，教育の状況について，活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し，蓄積していると判

断する。
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観点９－１－②： 大学の構成員（教職員及び学生）の意見の聴取が行われており，教育の質の向上，改善に

向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされているか。

【観点に係る状況】

学長と学生代表との懇談会（前掲資料７－１－②－A）及び学長と教職員との懇談会を定期的に実施し，構成

員の意見聴取を行っている。授業改善のためのアンケート等により学生の意見聴取を実施している（前掲資料

３－２－②－D～G）。授業改善のためのアンケートは，内容・方法等の質問に加え，自由記述欄（前掲資料６－

１－③－B）を設けている。同結果により，授業が全般的に良好な水準（前掲資料６－１－③－A）にあること

が検証できたが，自由記述の内容から要改善授業の存在も明らかになり，個別に迅速に改善指導を行っている

（前掲資料３－２－②－I）。また，学生が自己向上感のある授業，分かりやすい授業を求めていることなど，

得られた知見をFD活動に活かしている。教職員や学生の意見を踏まえて，シラバスは，各週の授業計画に加え

て，３項目程度の具体的な到達目標，成績評価方法等の明示を課した。教職員の意見は，所属する教育組織の

教務委員・FD委員等によって集約され，部局等の教務委員会・FD委員会等に反映され，部局等の教育の質の向

上，改善に活かしている（資料９－１－②－A）。全学にわたる意見は，全学の教務委員会や教育会議等におい

て検討し改善に活かしている。

資料９－１－②－A 学部・研究科等における教育の質向上・改善に向けた代表的な取組
部局等名 取組
文学部 授業を直接参観するか，またはビデオ撮影したものを閲覧し，講義方法や内容について検討している。

教育学部
・

教育学研究科

「学生による授業改善のためのアンケート」の結果を基に「授業実施報告書」を作成するとともに，各教
育単位（各学科・課程等）でのFD会議を開催し，卒業・修了生を対象に教育課程に関するアンケート実施
や意見聴取に努め，授業改善を行っている。また，熊本県教育委員会及び熊本市教育委員会との協議会を
定期的に開催し，教育現場の実情や要望を不断に聴取している。

法学部

・問題意識を喚起するためレジュメや資料への演習問題や具体的事例の提示。
・毎回の授業における小レポート課題・質問用紙の配布・授業終了後の質問の対応・個人カードによるや
りとり等，それぞれにコメントや回答するという多様な双方向授業の実施。
・レジュメの作成，板書，口頭説明及び使用教科書等の工夫。
・双方向授業，視聴覚機器の使用，新聞記事等の参考資料の配布等，多様な授業方法を取り入れた改善。

理学部 ・基盤科目ワーキンググループでの検討に基づく授業科目の変更。
・教員相互の授業参観の実施。

医学部医学科 ・教員と学生代表の共同参加による「医学教育FDワークショップ」の実施。
・医学教育モデルコア・カリキュラムに準拠した新しいカリキュラムの構築。

医学部保健学科
学年進行に従って４年制教育に対応したカリキュラム改革を実施し，教育学部特別教科（看護）教員養成
課程を合併改組することで，高等学校教諭第一種免許状（看護）が取得可能な履修コースを設置するなど，
高水準の教育制度を構築した。

薬学部 長期実務実習指導者（認定実務実習指導薬剤師）の養成により，全国規模で薬剤師の生涯教育等に貢献し
ている。

工学部 「ものづくり創造融合工学教育事業」により，ものづくりの感性豊かな技術者やデザイナー育成に向けた
先進的な工学教育プログラムを開発し，実践している。

社会文化科学研究科
授業担当者が協議し，全科目共通の要件として，コンピテンシーの習得に直結する教育内容・評価方法を
ガイドラインとして確立し，専攻長を含む教育設計の専門家が全科目のシラバス，教材，評価方法等を点
検・指導している。

自然科学研究科

大学院教育改革支援プログラム「大学院科学技術教育の全面英語化計画」による英語力強化，魅力ある大
学院教育イニシアティブ「異分野融合能力をもつ未来開拓型人材育成」による先端融合プロジェクトゼミ
ナール，組み合わせトレーニング，異分野研究インターンシップ，海外インターンシップ等を実施するこ
とにより，異分野融合能力を持つ未来開拓型人材育成を図っている。

医学教育部
医学教育部教授会及び大学院将来構想委員会等を中心に，博士課程の医学１専攻への改組，修士及び博士
課程のカリキュラムの大幅な改革（エイズ，がん，代謝・循環情報医学及び発生・再生医学に関する教育
拠点の構築）等を実施した。

保健学教育部 講義や演習，実習について，学期末に学生による授業アンケートを実施し，その評価結果を公表し，授業
の改善を図っている。

薬学教育部 「DDSスペシャリスト養成プログラム」の採択により，DDS教育コースを設置し，DDS有機化学を初めとす
る新規科目，ナノ粒子実習等を開講した。

法曹養成研究科
・実務系科目の強化を実施した。
・学生のアウトプットの訓練を若手弁護士が行うアカデミック・アドバイザー制度を導入し，文章作成力
の訓練を実施した。

出典：現況調査表，組織評価自己評価書等を基に作成
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【分析結果とその根拠理由】

授業改善のためのアンケート，学生生活実態調査，学長と学生代表との懇談会及び学長と教職員との懇談会

を定期的に実施し構成員の意見を聴取している。寄せられた意見等については，学長の指導の下，関係する部

局・委員会等で対応して改善に生かしている。また，結果についてはホームペ－ジで公表している。

以上のことから，大学の構成員（教職員及び学生）の意見の聴取が行われており，教育の質の向上，改善に

向けて具体的かつ継続的に適切な形で活かされていると判断する。

観点９－１－③： 学外関係者の意見が，教育の質の向上，改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活か

されているか。

【観点に係る状況】

卒業（修了）者，就職先，学会，交流校等の学外関係者からの意見聴取は，多様な方法により実施している

（前掲資料６－１－⑤－A）。卒業（修了）者及び就職先企業等へのアンケートを，平成17年度と平成19年度

に実施した（前掲資料６－１－⑤－B）。回収率が比較的に高い就職先の企業等アンケートによると，学部卒業

者は独創性・発想力・企画力・感性が不足で，これらの能力とともに，コミュニケーション力の強化が期待さ

れている。修士課程修了者は，高度な専門知識・技術を修得しているが，コミュニケーション力がやや不足し

ている（前掲資料６－１－⑤－C）。これらの意見を踏まえ，国際的なコミュニケーション力を含めたコミュニ

ケーション能力の強化を優先課題として，プロジェクトベーストラーニング（PBL），対話型授業，双方向授業

の充実等，自然科学研究科における授業の全面英語化の取組等を実施し，更なる改善を図っている。特に，プ

ロジェクトベーストラーニング（PBL）の効果的拡充の取組を継続的に実施し（資料９－１－③－A），学内外の

先進的なPBL型授業の実践例を調査・研究し，教育方法改善ハンドブック（KU:TO）に掲載することにより，PBL

の全学的な導入・推進を図っている（資料９－１－③－B）。

資料９－１－③－A プロジェクトベーストラーニング（PBL型）の効果的拡充の取組等
年度 組織的な取組等

平成16年度

学長裁量経費を用いて，プロジェクトベーストラーニング（PBL）を実施している大学を調査するなどの基礎的準
備を行う一方，幾つかの学部でプロジェクトベーストラーニングの充実を図った。工学部では，プロジェクトベー
ストラーニング（PBL）の充実などを含む「ものづくり創造融合工学教育事業」を策定し，平成17年度の教育改革
経費を申請して平成 17 年度実施に向けた準備を行った。文学部では「総合演習」を拡充して必修科目にすること
とした。

平成17年度

工学部においては，「ものづくり創造融合工学教育事業」の一環として，体感型授業や問題解決型授業など，実践
的な知的ものづくり授業科目の開発・実践プロジェクトを学内公募し，実践した。学生参加型のプロジェクトベー
ストラーニング（PBL）（課題設定・解決型学習法）を取り入れたPBL型授業を推進するため，教育方法改善ハンド
ブック（KU:TO）を作成し，学内外の事例等を紹介した。また，オンライン版とすることで全学への展開を図った。

平成18年度

教育方法改善ハンドブック（KU:TO）及び同オンライン版に学内外の事例を掲載して，全国共同利用の KU:TO の充
実を図り，これを活用してプロジェクトベーストラーニング（PBL），プロジェクト研究の普及に努めた。学外の先
進的な実践事例については，海外を含めて，Webページ上に公開されているPBL型授業を精選・掲載した。学内の
事例については，人文・社会科学系，理学系，工学系及び保健学系のPBL型授業を収録した。

平成19年度

新任・転任教員研修においてKU:TOの活用方法を紹介し，活用を奨励した。KU:TOに掲載されているPBL型授業を
参考に，薬学部では１年次で「医療倫理学」及び「早期体験学習」，２年次で「薬学演習」において実施し，低学
年から課題設定・問題解決型授業を導入した。医学部保健学科では４年次の３専攻合同授業科目「チーム医療演習」
において実施した。工学部ではさらに広く，各学科の演習，設計，実習科目に社会基盤設計演習，建築設計演習，
プロジェクト実習として実施した。

平成20年度

新任・転任教員研修においてKU:TOの活用方法を紹介し，活用を奨励した。
医学部保健学科では，19 年度に引き続き４年次の３専攻合同授業科目「チーム医療演習」において実施した。薬
学部では１年次で「医療倫理学」及び「早期体験学習」，２年次で「薬学演習」等の演習科目において実施し，低
学年から課題設定・問題解決型授業を導入した。工学部ではさらに広く，各学科の演習，設計，実習科目に社会基
盤設計演習，建築設計演習，プロジェクト実習として実施した。

出典：教育会議資料等を基に作成
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資料９－１－③－B 教育方法改善ハンドブック（KU:TO）によるPBLとLTDの紹介・奨励
FDシンポジウム（ニュース）
（動画）10分でわかるPBL
PBL：プロジェクトベーストラーニング，プロブレムベーストラーニング
PBLの事例紹介（学内から，学外から）
熊本大学/大学院自然研究科/プロジェクトゼミナールなど。
世界のPBL実践レポート
シンガポール国立ポリテクニック，イギリスコベントリ大学，イギリスブラドフォード大学，オーストラリアビクトリア大学，香
港市立大学，カナダブリティッシュ・コロンビア大学，デンマークアールボルク大学，フィンランドミッケリ専門大学理学療法士
養成課程等。
双方向授業を目指して
熊本大学/文学部/日本史概説など。
（動画）10分でわかるLTD
LTD：ラーニングスルーディスカッション，話し合い学習法
LTD実践レポート
（動画）FEP特別講演記録
FEP：熊本大学フロンティア教育プロジェクト研究会

出典：教育方法改善ハンドブック（KU:TO）を基に作成

【分析結果とその根拠理由】

学外関係者からの意見聴取の結果見えてきた課題を踏まえ，プロジェクトベーストラーニング（PBL），対話

型授業，双方向授業の充実及び国際コミュニケーション能力の強化等の改善を図っている。

以上のことから，学外関係者の意見が，教育の質の向上，改善に向けて具体的かつ継続的に適切な形で活か

されていると判断する。
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観点９－１－④： 個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，授業内容，教

材，教授技術等の継続的改善を行っているか。

【観点に係る状況】

平成16年度後学期以降，継続して授業改善のためのアンケートを実施している。アンケートの結果に対して，

個々の教員が，Web 上で授業改善に関するコメントを受講学生に公開するという方法で，授業内容，教材，教

授技術等の改善計画を示し（資料９－１－④－A），次年度以降の授業に反映している。教育方法改善ハンドブ

ック（KU:TO）により，授業改善に関する諸問題を共有化し（資料９－１－④－B），継続的な改善に努め，プロ

ジェクトベーストラーニング（PBL）の効果的拡充の取組等を継続的に実施し，その成果として，PBLを採り入

れた授業改善が個々の教員はもとより，各学部においても進展している（資料９－１－④－C，D）。教員の個人

活動評価は，平成18年度から教育，研究及び社会貢献等の活動目標に対する達成状況について，教員から提出

された自己評価書に基づき，学部長等が評価する方法で実施している。個々の教員は，毎年度の自己評価結果

を分析し，自ら質の向上に努めている（前掲資料３－２－②－A～C）。

資料９－１－④－A 例示：工学部における授業改善のためのアンケート結果に基づく改善策（抜粋）
自由記述意見 改善策

小テストで過去問を持っている人の方が有利に感じた。ある意
味，要領のよい人が特をしている気がする。

この問題については把握しています。今年は例年と違った問題
を幾つか出題しました。今後も異なる問題を出していきます。
小テストの回答を見れば，果たして十分に理解しているかどう
かはすぐに分かります。単に問題を知っており，形式的な回答
をしていても点数をあげていません。

板書が時々分かりにくい箇所がありました。
授業の残り時間や板書のスペースなどの理由で，字や書き方が
乱れるケースがありましたので，次年度からさらに改善を努め
ます。

プリントのナンバリングがわかりにくかった。

プリントの番号付けが曖昧だったため日付順に変更しました
が，内容によって項目を分類し，また，説明の都合上，一部項
目を入れ替えたため，わかりにくくなったかと思います。次年
度は単純に日付順にしたいと思います。

出典：工学部FD活動報告（平成19年度）から抜粋

資料９－１－④－B 授業改善に関する諸問題の共有状況（http://kuto.ge.kumamoto-u.ac.jp/class_improvement_22）
特に多い意見
板書，話し方，レジュメ・配布資料，視聴覚機器，内容の適切性・難易度・スピード，授業時間
深刻な意見
教師のやる気，授業の準備・計画，学生への態度や授業中の言葉遣い，学生の理解への配慮，課題と評価，教員間の調整
好評な授業への意見
熱意，周到な準備・組立て・資料，理解しやすさと興味深さ，こまめな課題・評価，コミュニケーション，視聴覚機器

出典：教育改善ハンドブック（KU:TO）を基に作成
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資料９－１－④－C 教育方法改善ハンドブック（KU:TO）に掲載・紹介されたPBL型授業
基礎セミナー「遺伝子とは何か」（教養教育）
各人が一人で調べて，一人で発表し，討論する。学生が主体となる能動学習を通して，必要な知識を習得する。
文学部/古文書学実習I/社会人との共同指導
社会人を含めたグループ形成で，年配の方等から，豊富な古文書学の知識の提供を受けて，異なる見方があることを学ぶ。
理学部/免疫学/発展的な課題の討論
講義，疑問点・問題点のやり取りを経て，グループ，あるいは一人で発展的な課題について発表する。また，学生同士で質疑・
討論する。
理学部/課題探求型授業（実習）/フィールド活用
学生は3週間与えられた地域の地質調査に取り組む。その準備すべてを学生が行い，社会との関わりを，実習を通じて体感する。
医学部医学科/チュートリアル導入/チュートリアル実行委員
学生が主体となる能動学習・教育法＝チュートリアルを導入。将来遭遇する医学・医療上の問題に適切に対応できるよう，自己
学習，グループ学習を通して知識，技能等を習得する。
工学部/造形表現/グループ課題演習
グループをローテーションしながらさまざまな課題を演習する。学生はグループとしての課題演習を提出，評価を受けながら，
自分にあった表現媒体を見つけていく。
工学部/電気システム工学実験第二/役割分担課題解決
ディスカッションを通じてテーマ，役割分担を決定し，計画化～課題解決を行う。専門知識の習得とともにプレゼンテーション
能力の向上を図る。

出典：教育方法改善ハンドブック（KU:TO）を基に作成

資料９－１－④－D 学士課程の高年次におけるPBL型授業（例示）
学部等名 高年次のPBL型授業
文学部 総合演習（必修科目），歴史資料学実習AⅡなどのPBL型授業
教育学部 機械Ⅰ・Ⅱ，情報とコンピュータなどをPBL型授業で実施している。
法学部 高年次の演習Ⅱ（地域政策論）などにPBL，LTDを導入している。
理学部 物理実験A，物理実験B，４年次における理学発展科目の課題研究などに，PBL，LTDを導入している。
医学部医学科 学生が主体となる能動学習・教育法＝チュートリアルに基づき，チュートリアル実習を実施している。
医学部保健学科 チーム医療演習などをPBL型授業とし，充実を図っている。
薬学部 全ての高年次の演習科目を，PBL型授業として，改善・実施している。

工学部 社会基盤設計演習，建築設計演習，プロジェクト実習等のPBL型授業に加えて，実践的な知的ものづくり科
目の開発・実践を公募・支援している。

出典：各学部「学生便覧」，「シラバス」等を基に作成

【分析結果とその根拠理由】

授業改善のためのアンケートや教員個人活動評価による評価結果については，授業改善計画の提示，教育方

法改善ハンドブック（KU:TO）を活用して授業改善に関する諸問題を共有化，目標の達成度の向上への取組等，

継続的な改善に生かされている。

以上のことから，個々の教員は，評価結果に基づいて，それぞれの質の向上を図るとともに，授業内容，教

材，教授技術等の継続的改善を行っていると判断する。
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観点９－２－①： ファカルティ・ディベロップメントが，適切な方法で実施され，組織として教育の質の向

上や授業の改善に結び付いているか。

【観点に係る状況】

授業改善のためのポジティブ・フィードバック・システムを構築し（資料９－２－①－A，B），教育方法の改

善を図るため，教育会議のFD部会と各学部等のFD委員会等が連携してFD活動を推進している（資料９－２－

①－C）。FD部会は，教養教育の改善に関する教科集団FD（資料９－２－①－D），新任・転任教員等を対象とし

た授業設計研修会（資料９－２－①－E）等の全学FD活動を統括している（資料９－２－①－F）。各学部・研

究科等のFD活動は，その特徴を踏まえつつ活発に実施し，改善に努めている（資料９－２－①－G，H）。その

ほか，全学FDに関する講演会を実施するなどの取組を実施している（資料９－２－①－I）。

資料９－２－①－A 授業改善のポジティブ・フィードバック・システム

出典：特色GP「IT環境を用いた自立学習支援システム」等を基に作成

資料９－２－①－B 教育方法の改善を図るためのFD活動の強化に係る取組等
年度 主な取組等

平成16年度
大学教育機能開発総合研究センターが効果的なFDの方法を検討し，教養教育実施機構と「教養教育に関するFD研
究会2004」（10月）を共催し，教育改善の実践例の紹介等を行い，報告書を作成した。また，各部局等はFD研修
会などを開催した。

平成17年度 教育委員会が，「授業科目の成績分布」や「授業改善のためのアンケート」を分析し，全学のFD活動用に報告書を
まとめた。また，各部局等はFD研修会などを開催した。

平成18年度 教育委員会が，FD教材として授業方法改善ハンドブック（KU：TO）を改訂した。また，「授業改善のためのアンケ
ート」等の分析を行い，結果を開示した。各部局等はFD研修会などを開催した。

平成19年度
特別講演会「大規模クラスの教え方のコツ」等を開催した。また，平成 18 年度に引き続き，教育会議が授業改善
のためのアンケートの分析結果を開示し，新任・転任教員等を対象とした「授業設計研修会」，教養教育の改善に
関する「教科集団FD」等に加えて，各部局等がFD研修会などを開催した。

平成20年度 前年度に引き続き，教育会議が授業改善のためのアンケートの分析結果を開示した。また，各部局等は FD 研修会
などを開催した。

出典：各年度の業務実績報告書を基に作成

SOSEKI によるシラバス閲覧

SOSEKI による学生の成績確認

SOSEKI による履修登録

異議申し立て

学務情報システム (SOSEKI ）

SOSEKI へのシラバス入力
授業科目の教育目標
到達すべき 最重要３項目
成績評価方法等

シラバスに沿った授業実施 遠隔授業・学習指導 の熊大WebCT

授業改善

学生への公開
学生の自由記述を含むアンケートの結果、
アンケートを踏まえた授業改善計画
成績評価結果に関する解説、等

学生による 授業改善のためのアンケート

担当教員による 授業成績評価

熊本大学教育会議

教務委員会 (教育改革の企画と実施）
FD部会(全学教育データの集約と分析）

授業改善アンケート結果 公開システム

教育方法の改善のための 組織的 FD

FD研修会、セミナー、 相互授業参観 等

教育単位ごとの
授業目標体系の検討、 教授方法の検討

教育単位における教育データの共有
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資料９－２－①－C 教育会議FD部会と連携する各学部等のFD委員会等
学部等名 教授会及び教育・評価関係委員会
教養教育実施機構 教養教育実施委員会，教養教育実施委員会企画・運営委員会
文学部 文学部教授会，教務委員会，FD委員会，等
教育学部 教育学部教授会，評価・FD 委員会，教務委員会，教育実習委員会，等
法学部 法学部教授会，教務学生委員会，FD委員会，カリキュラム検討委員会，等
理学部 理学部教授会，運営会議，教務委員会，FD委員会，等
医学部医学科 医学科会議（全教授と准教授・講師代表），教育・教務委員会，FD委員会，等
医学部保健学科 保健学科会議，教務委員会，評価・FD委員会，メディア教育支援委員会
薬学部 薬学部教授会，教育委員会，学部教育部会，FD委員会，等
工学部 工学部教授会，教育委員会，教務委員会，授業改善・FD委員会，等

出典：教育会議資料を基に作成

資料９－２－①－D 教養教育の改善に関する「教科集団FD」の取組等

教科集団全体会
教科集団分科会

教養教育に関しては，平成16年度から毎年度，教養教育実施機構と大学教育機能開発総合研究センターが「教
養教育に関するFD研究会」を共催し，24教科集団の全体会１回及び各教科集団の分科会を１～２回開催し，
現状分析に加えて，教育方法の改善等について検討している。また，平成17年度以降，検討結果を基に「教
養教育に関するFD研究報告」（教科集団別分科会実施報告）を作成し，「大学教育年報」に掲載している。

出典：組織評価自己評価書を基に作成

資料９－２－①－E 新任・転任教員等を対象とした「授業設計研修会」の実施状況・研修内容

授業設計研修会

平成19年度に，授業方法改善ハンドブック（KU:TO）を教材として，新任・転任教員等を対象に「授業設計・
改善に関する研修」を開催した。研修内容は，SOSEKI の機能，シラバスの書き方，成績評価方法の作成，授
業開発・改善支援ツール等の実習並びに e ラーニング等の優れた実践事例に関する特別講演である。自作テ
キストのKU:TOへの掲載などの実習も行った。

出典：教育会議FD部会資料等を基に作成

資料９－２－①－F 教育方法の改善等に関する全学FD研修会の開催数の推移
平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
1 3 3 8 5

出典：「熊本大学大学教育機能開発総合研究センター年報」等を基に作成

資料９－２－①－G 学部専門教育の改善に関する「学部のFD」の取組等
学部等名 学部等のFDの取組等

文学部 FD委員会が教育方法改善ハンドブック（KU:TO）を用いたFDを開催するとともに，教員相互授業参観を実施してい
る。また，授業をビデオ撮影し，FDに活用している。

教育学部 FDとして，附属教育実践総合センターと共催の定期的研究シンポジウム，カリキュラム改善のための委員会合同シ
ンポジウム等を実施している。

法学部 FD委員会が双方的授業等の現状を分析し，啓発を図る懇談会を開催している。とくに，「基礎演習Ⅰ」について，
担当教員全員による検討会を実施している。

理学部 平成13年度より教員相互授業参観を行っている。理学部１学科への改組を機に，平成17年度から理学科共通科目
（12科目）の授業参観を行い，共通教科書委員会が教育内容に関する教員集会を開催している。

医学部
医学科

医学科FDを毎年２回開催。医学教育ワークショップを開催し，チュートリアル教育の方法論の検討とシナリオ作成
を教員と学生の参加のもとで実施した。

医学部
保健学科

今さら聞けないパソコンの利用法（中上級編）の講習会，熊大WebCT講習会，講義資料のWebCTでの活用に関する
FD等を実施した。

薬学部

４年間に，合計45回のFDを開催。平成19年度は，４年制学生の教育および履修指導のためのFD会議，薬剤師国
家試験ガイダンス，OSCE トライアル説明会，特別講義「薬害肝炎訴訟」，薬物動態ミニシンポジウム熊本 2007「ト
ランスポーター研究の最前線」，2007 年度 NMR 講習会，助手会勉強会「NSAIDs の癌抑制機構の解明」，等。平成20
年度は１回FD会議を開催し，薬学共用試験，実務実習，学生による授業アンケート等について，教員の共通認識を
図った。

工学部
４年間に，合計42回のFDを開催。平成19年度は，教員相互授業参観，優秀教育者賞受賞教員の講義参観，個人情
報保護に関する講演会，ものづくり創造融合工学教育センターのものづくり教育，作品製作とコンテストによるも
のづくり教育，教員による特別講演，「工学部プロジェクトX」，等。

出典：組織評価自己評価書等を基に作成
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資料９－２－①－H 大学院の教育改善に関する「研究科等のFD」の取組等
研究科等名 主なFDの取組等

教育学研究科 評価・FD 委員会が，各専修の特色を考慮した FD 活動を行うとともに，附属教育実践総合センターと共
催の定期的研究シンポジウム，カリキュラム改善のための委員会合同シンポジウム等を実施している。

社会文化科学研究科 教授システム学専攻は，教材開発のレビュー会や外部評価委員会（外部委員４名）を活用して，e ラー
ニングの更なる高度化等に関するFDを開催した。

自然科学研究科
博士後期課程の必修科目「プロジェクトゼミナール」のFD研修会を毎年実施。教員相互の授業参観を実
施し，授業改善を啓発している。特に，全面英語化計画について，FD活動を強化しており，FD講演会等
を実施している。

医学教育部
平成20年度に現行の４専攻を１専攻に改組するため，カリキュラム改革のFD活動を実施した。加えて，
大学院セミナー（FD）：テーマ「生命科学の進歩と先端医療」を継続的に実施している。平成19年度は
11回開催，「人工万能幹細胞の可能性と課題」（山中伸弥）などの講演があった。

保健学教育部 初年度の学生による授業改善のためのアンケート結果を基に，講義内容や方法について検討している。

薬学教育部
創薬研究センターの設置に伴いDDSの講演会を実施した。また，創薬研究者養成プログラム採択時には，
教員対象の説明会を行い，新教育コース設置の準備を行った。平成20年度は２回FD会議を開催し，教
育，履修指導，新大学院等について，教員の共通認識を図った。

法曹養成研究科
平成17年度から，収録授業のDVDを活用して，理論と実践を架橋するリーガルクリニック等の改善を行
っている。また，教員相互の授業参観を実施するほか，県弁護士会の協力の下，弁護士の授業参観を実
施し，その後の検討会において授業改善についての意見交換を行っている。

出典：組織評価自己評価書等を基に作成
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資料９－２－①－I 全学FD開催状況
平成16年度

主催部局等 実施月 開催場所 内 容 参加者数
（人）

時間数
（時間）

教養教育実施機構・大学
教育機能開発総合研究セ
ンター

10月 大教センター 教養教育に関するFD研究会2004 80 3.5

平成17年度

12月 大教センター 21世紀型大学教育セミナー・シリーズ
「学生視点での21世紀型大学教育への試み」

45 3.5
大学教育機能開発総合研
究センター

１月 大教センター 21世紀型大学教育セミナー・シリーズ
「教養・学部一貫の視点での学士課程教育の新展開」

27 3.5

教養教育実施機構・大学
教育機能開発総合研究セ
ンター

10月 大教センター
教養教育に関するFD研究会2005
「教育の成果検証システムに関する取り組み」 100 3.5

平成18年度

10月 工学部
百周年記念館

21世紀型大学教育セミナー・シリーズ
「大学改革と学部教育の再構築」

74 1.5
大学教育機能開発総合研
究センター

２月 大教センター 21世紀型大学教育セミナー・シリーズ
「大学改革における評価を考える」

26 1.5

教養教育実施機構・大学
教育機能開発総合研究セ
ンター

９月 大教センター
教養教育に関するFD研究会2006
「学生の学びを深めるための教科集団の取り組み」 98 3.5

平成19年度
大学教育機能開発総合研
究センター

４月 大教センター 第１回センターゼミナール
「フィンランドの高等教育の動向」

10 1.5

大学教育機能開発総合研
究センター・研究国際部
国際課

５月 くすの木会館
21世紀型大学教育セミナー・シリーズ
「高等教育の国際化：現在のトレンドと新たなチャ
レンジ－グローバルな視点から－」

56 2.0

６月 大教センター
第２回センターゼミナール
「大学教育はグローバル化する知識社会に適応でき
るか？」

11 1.5

７月 大教センター
第３回センターゼミナール
「PBLの国際的動向－国際PBLシンポジウム2007報
告－」

10 1.5

10月 大教センター
第４回センターゼミナール
「ポートフォリオを活用した教育改善と評価への取
り組み－高等教育における実践例の紹介－」

13 1.5

大学教育機能開発総合研
究センター

11月 大教センター 21世紀型大学教育セミナー・シリーズ
「大規模クラスの教え方のコツ」

50 3.5

教養教育実施機構・大学
教育機能開発総合研究セ
ンター

９月 大教センター
教養教育に関するFD研究会2007
「学生の学びを深めるための教科集団の取り組み
(2)」

95 3.5

教育会議（主催）
大学教育機能開発総合研
究センター（共催）

９月 くすの木会館 新任・転任教員等授業設計研修会 34 6.5

平成20年度

４月 くすの木会館 21世紀型大学教育セミナー・シリーズ
「PISAにおける成功とフィンランドの高等教育」

66 2.0
大学教育機能開発総合研
究センター

６月 大教センター 第６回センターゼミナール
『e-Learningシステムを用いた英語学習支援』

25 1.5

教育会議，大学教育機能
開発総合研究センター

９月 くすの木会館 新任・転任教員等授業設計研修会 26 5.0

教養教育実施機構・大学
教育機能開発総合研究セ
ンター

９月 大教センター
教養教育に関するFD研究会2008
「教養教育における優れた授業実践に学ぶ」 100 3.5

大学教育機能開発総合研
究センター ３月 事務局大会議室

21世紀型大学教育セミナー・シリーズ
「学士課程教育の構築とは何か：大学に投げかけら
れた課題」

29 3.5

出典：教務課資料を基に作成

【分析結果とその根拠理由】

授業改善のためのポジティブ・フィードバック・システムを構築し，継続的にFD活動を実施し改善に努めて

いる。

以上のことから，ファカルティ・ディベロップメントが，適切な方法で実施され，組織として教育の質の向

上や授業の改善に結び付いていると判断する。
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観点９－２－②： 教育支援者や教育補助者に対し，教育活動の質の向上を図るための研修等，その資質の向

上を図るための取組が適切に行われているか。

【観点に係る状況】

事務職員は，語学力強化のための研修，学務情報システム（SOSEKI）の操作説明会等に参加するほか，学外

で開催される教務関係の研修（後掲資料 11－１－⑤－B）に参加し，資質の向上を図っている。工学部技術部

では，新任者研修，職員のスキルアップを目的として専門技術に関したグループ研修，さらに，技術開発，安

全管理上の問題などを報告し合う技術報告会を毎年開催している。そのほか，国立大学法人等の技術職員が技

術業務の成果を発表する総合技術研究会や機器分析技術研究会，実験実習技術研究会，並びに九州地区の大学

で開催される技術発表会，メーカー主催の技術講習会，労働安全衛生法に関連した安全技能講習会等に職員を

派遣して，職員の資質，技能，知識の向上を図り，資格の取得を奨励している（資料９－２－②－A）。また，

技術革新に対応するため，多くの技術職員が学会・協会に加入し，活動を通じて技術力の向上に努めている（資

料９－２－②－B）。TA制度の活用は，教育会議と大学教育機能開発総合研究センターが連携して，TA制度の実

践例，TA研修制度等について調査研究を継続するとともに，TAの趣旨に照らして，大学院生の資質向上に結び

つくよう，教育方法改善ハンドブック（KU:TO）を用いて優れた実践例の全学周知並びにTA研修への活用を推

進している（資料９－２－②－C）。

資料９－２－②－A 工学部技術部の研修等参加状況（法人化後）
研修等名称 目 的 参加人数

新採用職員研修
技術部及び技術系導入研修，OJT 専門技術研修の実施により，業務に必要な
専門知識を習得すると同時に学生実験・実習時の安全指導なども学ぶ。また，
学外研修や科学研究費活用に関する能力を養う。（期間2年）

14名

技術報告会

技術職員が日頃の教育研究支援業務や安全管理業務，地域貢献事業での創意
工夫，及び科学研究費助成を受けて行った研究・技術開発などの成果を報告
することで，職員相互の技術向上を図る。（全学の技術職員，九州地区の国立
大学等の技術職員にも参加を呼びかけ，年1回の開催）

毎年度
全職員

専門技術研修会
技術職員が業務に必要な専門技術習得し，教育研究支援に反映させることを
目的として行う部内研修。技術専門員や専門職員，スキルの高い技術職員が
講師を務める場合が多い

122名

天井クレーン安全点検研修
学内の床上操作式天井クレーンの定期自主検査業務を担当する職員向けに，
専門業者による年次点検実施に合わせて，業者指導によるクレーン点検技術
を習得し，安全運転に繋げる。（年1回開催）

52名

科研費の活用に関する研修会 学術振興会科学研究費（奨励研究）の活用に関する能力を身に着ける。（講師：
副技術部長及び採択経験者）

74名

ものづくり教育カリキュラム拡充
プロジェクト技術研修

学部のものづくり創造融合工学教育事業の同プロジェクトに参画し，技術部
が実施している。学科の垣根を越え，学生へ専門技術教育を実施することで
企画・指導方法などについて研鑽に繋げる。
（平成19年度から毎年4コース実施）

48名

国立大学協会九州地区支部
技術職員研修

九州地区国立大学等技術専門員研修，同技術専門職員・中堅技術者研修，同
スキルアップ研修について，それぞれ各大学が当番校になって，各職位にあ
って大学の運営・経営に積極的に参画できる職員を養成する。

10名

他大学研修派遣（技術研究会等）

技術職員が日頃の教育研究支援業務や安全管理業務，地域貢献事業での創意
工夫，及び科学研究費助成を受けて行った研究・技術開発などの成果を報告
する研究会に参加することで，他大学技術職員と相互の技術向上を図る。技
術部で報告者の派遣・参加を奨励している。

54名

メーカー研修派遣 メーカーが主催する講習会，技術セミナー等に職員を派遣して技術習得を行
い，教育研究支援業務に反映させる。

78名

労働安全衛生関係研修派遣
第一種衛生管理者受験者講習，床上操作式天井クレーンの安全運転・玉掛け
技能講習，溶接技能講習，放射線管理者講習，危険物取扱者講習などに派遣
し，資格・技術習得に努め，大学の安全確保，学生指導に反映させる。

77名

海外機関研修 科学研究費や研究プロジェクトの委任経理金により海外の大学・研究所等で
の技術研修や学会参加・報告などを行い国際感覚を持った技術職員を目指す。

20名

学会講演会参加 多くの技術職員が国内の学会・協会等に加入して，教育研究支援活動から得
られる成果を報告，並びに技術情報の収集を行い，業務に反映させる。

84名

出典：工学部技術部調査資料を基に作成
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資料９－２－②－B 工学部技術部の学会等加入状況
日本機械学会 ３名，日本化学会 １名，日本磁気科学会 １名，日本金属学会 ２名，日本材料学会 １名，
日本放射線安全管理学会 １名，日本リモートセンシング学会 ２名，精密工学会 ３名，土木学会 ５名，
応用物理学会 １名，溶接学会 １名，画像処理学会 １名，化学工学会 １名，高分子学会 １名，資源素材学会 １名，
日本工学教育協会 １名，有機合成化学協会 １名，日本アイソトープ協会 １名，日本コンクリート工学協会 １名，
日本非破壊試験協会 １名，日本応用地質学会九州支部 １名，九州工学教育協会 １名

出典：工学部技術部調査資料を基に作成

資料９－２－②－C TA制度による教育効果の向上，TA研修の強化等に関する取組等
年度 主な取組等

平成16年度 教育委員会の企画・実施専門委員会は，TA の趣旨に照らした運用について検討し，優れた取組の普及，ガ
イドラインの策定等を行うこととした。

平成17年度 教育改革に資するため，教育方法改善ハンドブック（KU:TO）を作成した。また，教養教育に係る「ティー
チング・アシスタント取扱要領」を作成した。

平成18年度
大学院生の資質向上と授業の教育効果の改善に結び付くよう，引き続き，TA に関する優れた実践例を調査
するとともに，TA の研修制度について調査を実施した。また，これらの成果のKU:TO への掲載について検
討した。

平成19年度
TA経験者45名との懇談会を開催して，TAが直面する問題とその解決策について意見交換を行った。これら
をまとめて，KU:TO「TAハンドブック編」を作成し，Webページにも掲載して，TAの研修教材として活用す
ることとした。なお，新任教員の授業設計研修用に「シラバス作成編」が追加作成された。

平成20年度
昨年開催のTA懇談会を踏まえて，今年度44名が参加したTA研修会を開催し，TA制度に対する不安に思っ
ていること等について意見交換を行った。この研修の成果として，バージョンアップした「TA ハンドブッ
ク編」の改訂及びWebページの充実を図った。

出典：業務実績報告書，教務委員会資料を基に作成

【分析結果とその根拠理由】

事務職員及び技術職員については，学内・外にかかわらず有効な研修については積極的に参加させ，資質向

上を図っている。そのほか，TA制度の活用を推進し，優れた実践例の全学周知並びにTA研修を開催している。

以上のことから，教育支援者や教育補助者に対し，教育活動の質の向上を図るための研修等，その資質の向

上を図るための取組が適切に行われていると判断する。

（２）優れた点及び改善を要する点

【優れた点】

○ 学務情報システム（SOSEKI）を構築し運用することにより，全学の教育の状況に関する活動のデータや

資料を確実に収集し，蓄積してきている。評価データベースシステム（TSUBAKI）を構築し，運用を開始す

ることにより，中期目標・中期計画等や教員個人の達成状況等のデータも収集・蓄積している。

○ 個々の教員は，授業改善のためのアンケートの結果に対して授業改善計画を示すことによって，継続的

改善に努めている。さらに，教育方法改善ハンドブック（KU:TO）の活用等によって，また，プロジェクト

ベーストラーニング（PBL）への取組によって，授業が改善されている。特に，PBLを採り入れた授業改善

は，各学部においても進展している。

○ 授業改善のためのポジティブ・フィードバック・システムを構築し，学部・大学院ともに組織としての

FD活動が活発である。

【改善を要する点】

○ ポジティブ・フィードバック・システムをより一層機能させるために，授業改善のためのアンケートの

実施時期・方法等を見直すとともに，教員のコメント入力率の向上に努める必要がある。
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（３）基準９の自己評価の概要

履修登録状況，シラバス，成績評価等のデータ及び各教員の教育活動を示すデータは，学務情報システム

（SOSEKI）に蓄積している。平成 20 年度からは，評価データベースシステム（TSUBAKI）の運用を開始し，

中期目標・中期計画等や教員個人の年度計画・達成状況等のデータも収集・蓄積している。

授業改善のためのアンケート等によって学生の意見を聴取し，本学の授業が全般的に良好な水準にあるこ

とが検証できたが，要改善授業については個別に迅速に改善するよう指導している。個々の教員の意見は，

部局等及び全学の教育の質の向上，改善に活かすような仕組みを構築している。さらに，学長と学生代表と

の懇談会及び学長と教職員との懇談会を定期的に実施し，大学の構成員の意見を聴取している。

学外関係者の意見は多様な方法によって聴取している。その結果，学部卒業者は独創性・発想力・企画力・

感性，コミュニケーション力が不足していて，修士課程修了者はコミュニケーション力がやや不足している

ことが明らかになったため，プロジェクトベーストラーニング（PBL），対話型授業，双方向授業の充実，国

際的なコミュニケーション力の強化を優先課題として，教育の改善を図っている。

平成16年度後学期以降，個々の教員が，授業改善のためのアンケートの結果に対して，授業改善の計画を

Web上で示し，次年度以降に改善してきている。全学及び各学部等のFD活動を通じて，個々の教員の授業改

善を促している。教育方法改善ハンドブックによって，継続的な授業改善に努めている。特にPBLの効果的

拡充に取り組み，PBLを採り入れた授業改善が各学部において進展している。

授業改善のためのポジティブ・フィードバック・システムを構築し，FD活動を推進している。教育会議FD

部会は，全学FD活動を統括している。各学部・研究科等は，その特徴を踏まえたFD活動を活発に実施して

いる。全学FDに関する講演会の実施などの取組も行っている。

事務職員は，語学力強化のための研修，学務情報システム（SOSEKI）の操作説明会等に参加するほか，学

外で開催される教務関係の研修に参加し，資質の向上を図っている。工学部技術部では，新任者研修，技術

報告会等を実施し，メーカー主催の技術講習会等に職員を派遣するなどによって，教育活動に関する職員の

資質等の向上を図っている。そのほか，TAを積極的に活用し，優れた実践例を全学に周知するとともに，TA

研修を開催している。


